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ＪＲ東海労働組合 ＮＯ．１４３２

２０２５．１１．８

ＪＲ東海労働組合

発行 淵上 利和

編集 斉藤 孝紀業務速報
令和７年度第２四半期（中間）決算経営協議会

増収・増益の決算は社員の努力の賜だ！
リニア建設費１１兆円となる！
通期の業績予想は、上方修正！
本部は１１月４日、令和７年度第２四半期決算（中間決算）と品川～名古屋間

のリニア中央新幹線建設費が１１兆円に増額の経営協議会を開催しました。

決算の概要は、次の通りです。

・ 2026年３月期第２四半期決算は、単体・連結ともに増収・増益となった。

・ 新幹線・在来線を合わせた上期運輸収入は、昨年比114％となった。14％

の内訳は大阪万博の利用増が６％、インバウンドの利用増が３％その他が５

％となった。５％の内訳として、２％の輸送障害影響、ビジネス需要増、在

来線利用増が要因。

・ 通期の業績予想は、単体・連結ともに収益・各利益を上方修正し、増収増

益予想。運輸収入は、上期の上振れ分を反映し、上期は据え置くとしている。

・ 株主還元については、安定配当を継続しつつ、中間配当は公表している配

当予想通り、１株当たり16円とする。また、期末配当予想については、年度

初に発表した配当予想16円を維持する。

リニア中央新幹線建設費11兆円とする概要は、次の通りです。

・ 総工事費の見通しは11兆円となり、４兆円増額となる。増額の内訳は物価

高騰の影響で2.3兆円、難工事への対応で1.2兆円、仕様の深度化で0.4兆円

である。

・ 工事資金の確保と健全経営の確認を行うために、試算を実施し毎年の営業

キャッシュフローに加えて、社債や借入による資金調達を約2.4兆円行えば、

品川・名古屋間の建設に必要な資金を賄え、健全経営と安定配当を堅持でき

ることを確認した。

以下、主なやり取り
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<中間決算・リニア建設費４兆円増額説明後の主なやり取り>

淵上委員長からの主な質問

組合：１、好調な中間決算は最高益を出した。その陰には社員及びグループ

会社社員の頑張りによるものである。従って、年末手当の満額支給を強

く要求する。

２、品川～名古屋間のリニア中央新幹線建設で４兆円増額して１１兆

円とした。また工事に際して多数問題が発生して社会問題となっている。

直ちに工事を中止し、リニア中央新幹線建設は止めるべきである。

３、１０月８日東京高等裁判所から組合の訴えが認められる判決が出

された。従って、会社は高裁判決に従い本部・地本からの申し入れに対し

て団体交渉を開催することを強く要請する。

４、苦労している社員やグループ会社社員に対して目に見える形で、

年末手当を支給せよ。

会社：1、好調な決算は社員及びグループ会社社員の努力により生み出してい

る。感謝している。会社として中間決算の業績のみならず、長いスパン

で考えている。年末手当の団交の場で議論していく。グループ会社につ

【連結損益の概要（累計）】

営業収益 ： 9,822億円 前年同期比 1,083億円 112.4％増

運輸収入（ＪＲ東海）：8,121億円 前年同期比 984億円 113.8％増

営業費 ： 5,281億円 前年同期比 194億円 103.8％増

営業利益 ： 4,540億円 前年同期比 888億円 124.3％増

営業外損益 ： △283億円 前年同期比 13億円 95.4％

経常利益 ： 4,256億円 前年同期比 901億円 126.9％増

親会社株主に帰属する

中間純利益 ： 2,981億円 前年同期比 644億円 127.6％増

【連結、令和７年度の業績予想】

通期の業績予想は、営業収益１兆9,370億円（対前年105.7％増）、営業利益7,46

0億円、経常利益6,910億円、当期純利益4,800億円に上方修正。
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いては各会社ごとに考えることである。

２、リニア工事に関しての道路隆起とか水枯れ地盤沈下等の事象につい

て、工事は中断して調査している。岐阜県大湫町の話では審査会で議論

して対処している。今後も相談していく。二重化して日本の大動脈を守

っていく使命で実施していく。健全経営・安定配当をしていきながら推

進していく。

３、経協という場であるが、会社として今後も協約に則って適切に対応

していく。本社は本社として、地方は地方として考えていくこととなる。

４、年末手当の団交の中で社員に報いるために議論していく。

高裁判決を履行せよ！
組合：高等裁判所からの判決で組合からの申し入れに対して、団体交渉を開

催せよとの判決が下されたが、会社はこの間、団交開催の付議事項に当

たらないとの理由で、団交を拒否してきた。１審・２審とも組合の申し

入れは義務的団交だから、団交を開催せよとの判決が下されている。そ

のことを受け会社は団交についてこれから開催するのか、やらないのか、

検討していくのか。どちらの考えなのか。

会社：協約に照らして判断していく。今回の判決に対しては中労委に対して

の判断であり、会社は補助参加人である。会社としてはその都度幹事間

で話をしてきた経緯がある。これからも申し入れに対してはしっかりと

対応していきたいと考えている。

組合：協約に基づいて判断していると言うが、裁判所は違法であるとの判決

である。会社の回答は高裁判決に反する宣言である。

会社：決して何か意図を持ってしているわけではないし、きちんとこれから

も対応するとしか答えられない。

組合：組合から判決に対しての申し入れを行っているので、しっかりと団交

を開催せよ。

会社：国が上告したと聞いている。会社としてそのことについても検討して

いきたいと考えている。

組合：国が上告したが、あとは最高裁が憲法違反の判断だけであり、会社は

補助参加人だけなのだから、団交の中で議論すればいいことである。

会社：判決を見ていないわけではない。今日のこの場は経営協議会なのでこ

れ以上議論は出来ないが、別の場で議論していきたいと考えている。

組合：最高裁の判断まででなく、１審・２審の判決を受けたのだから,組合か

らの申し入れについて団交を開催せよ。
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会社：メインは中労委である。申し入れに対して会社としてしっかりと考え

て、対処していきたいと考えている。判決を見ていないわけではなく、

検討はしている。

リニア建設費増額により運賃改定で旅客に転嫁するな！
組合：運賃改定に関して、関係箇所に働きかけていると主張するならば、現

在進行形で進んでいることか。

会社：現時点の運賃の方式は、総括原価方式と言って、国交省が定めている

公式なのだが、当社の場合インフレが進んでも直ぐに反映することが出

来ない状況である。そのことについて国交省に話をしている段階である

が、今これからどうこう改定するものではない。今後リニアを進めるに

当たって、インフレが更に進んでいくとなると改定も含めてやっていか

なければならないとの意識である。総括原価方式について国交省と議論

を行っている。

組合：ＪＲ東が来年３月運賃改定を行うが、我が社もそうなのか。

会社：あれは既存の仕組みの中で行っていることである。

組合：既存の仕組みを変えていくのか。

会社：既存の仕組みを変えていく議論を国交省としている。そのようなこと

を互いに勉強し、話をしている状況である。

組合：現在進行形で書かれている。

会社：まだまだ働きかけをしている段階であり、具体的なものはない。

組合：昨年会社は運賃改定はハードルが高いと言っていた。しかし、今年度

はリニア建設費が１１兆円になることもあって、運賃改定出してきたと

の認識である。

会社：リニアが１１兆円になったが、インフレがだいぶ進んできた中なので、

新しいことを言っているわけではない。

リニア建設費は本当に大丈夫か？
組合：２．４兆円の追加債務の目処はどうなっているのか。

会社：基本的に社債と民間への借り入れである。社債は１０年２０年もので

あり、民間への借り入れを組み合わせて実施していく。工事のペースが

現時点見えてこない中で、その時々の状況に応じて適切に対応していけ

ばいいと考えている。

組合：今年度の業務改革の内容は何か。

会社：期末の段階で成果を説明する。

組合：２０３５年に開業を仮置きしているが、例えば２０４０年なれば１１

兆円よりどれ位多くなるのか。

会社：延びたとしてもやる工事の内容は変わらないので、大きく工事費が変
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わるとは考えていない。

組合：２０３６年に経常利益が６５０億円となっており、何故下がっている

のか。

会社：２０３５年開業すると減価償却費が発生するからである。

組合：２０３６年の長期債務が７．１兆円になっているが、昨年会社はいた

ずらに債務を７兆円にはしないと言って、６．５兆円から７兆円にとど

める言っていた。７．１兆円とした見解を明らかにされたい。

会社：健全経営を行うことを考えた場合、会社がどれだけ稼ぐ力があるかで

あり、インフラ事業はたくさんの債務を持っているが、適正な債務範囲

は、営業キャッシュフローの１３倍１４倍と言われている。目安があり、

運輸収入が延びているので、健全経営の範囲と考えている。

組合：運輸収入が減ることも想定されるが、そのような考えはないのか。

会社：２０１８年と比較すると、コロナ禍前に戻って来ていないが、ビジネ

ス旅客や定期旅客も戻ってきている。

組合：リニアの建設費について７．０４兆円としていたが、今は４兆円増額

となり１１兆円になった。見込みが甘いのではないか。

会社：物価高騰や工事内容の変更により１１兆円とした。

組合：１１兆円に増額について、２０３５年仮置きしたが、キャッシュフロ

ープラス２．４兆円の資金調達で出来るとしているが、毎年の６，００

０億円のキャッシュフローの内訳は何か。

会社：内訳についてはキャッシュフローの増減はある。内部留保もあり、そ

の内運用する資金もある。まだ財政投融資もある。毎年のキャッシュフ

ローもある。足りない分は追加債務を充当すれば出来ると考えている。

組合：財政投融資はすでに２兆円を使い、残り１兆円しかない。だから９兆

円が必要である。例えば毎年営業キャッシュフロー３，０００億円プラ

ス内部留保から３，０００億円を支出し、財政投融資残り１兆円プラス

資金調達で２．４兆円で出来ると考えているのか。

会社：おおまかそのように考えている。

組合：組合は南アルプスの本工事がピークになれば、１１兆円では済まない

認識である。

会社：現時点では１１兆円で考えている。

組合：名古屋～大阪の工事費についてどう考えているのか。

会社：今現在、アセスメントやルートも確定していないので分からない。ま

ず品川～名古屋間の完成を目指すことを優先している。

組合：当初は品川～名古屋間は５兆円、そして名古屋～大阪間は３兆円とし

ていた。

会社：その当時はそうであったが、まずは名古屋までの開業を目指す。大阪

まで作る考えは変わらない。
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組合：万博輸送で社員やグループ会社社員へも目に見える形を提供せよ。具

体的には年末手当を支給せよ。

会社：グループ会社ごとに考えていくことである。

組合：最高益を出したので、ＪＲ東海労の要求に対して十分に出せる状況で

ある。

以 上

＊次ページより会社中間決算・リニア建設費増額資料掲載
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